
 

  

 

 1989 年に締結された日印租税条約では、第

25 条 3項に、「両締約国の権限のある当局は、

また、この条約に定めのない場合における二重

課税を除去するため、相互に協議することがで

きる。」と定められています。相互協議手続き

（ ）とは、

二重課税等の租税条約の規定に適合しない課

税の排除を目的とした、各国の税務当局の間で

行われる協議手続のことで、具体的な協議手続

きについては、経済協力開発機構（

の、 行動計画（※1）

項目 14 に規定されており、紛争解決メカニズ

ムの効果的実施に向けての取り組みのひとつ

となっています。 
※1 : 多国籍企業がその課税所得を人為的に操作し、

課 税 逃 れ を 行 っ て い る 問 題  (

, 「税源浸食と利益移転」）

を防ぐための対策として、2012 年に が

定めた全 15 項目の行動計画 

 

＜OECD が公表した最新の統計データ＞ 

経済協力開発機構（ ）が 2020 年 11

月に発表した統計によると、2019 年度の移転

価格税制に関する相互協議手続きについて、日

本とインドの二国間における相互協議の合意

率が世界でトップに選出されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 移転価格における相互協議手続きが生じる

事例として、例えば、海外の関連当事者との取

引に対して日本の税務当局が移転価格課税を

行なった場合、海外関連当事者の課税所得は取

引価格に基づき計算される一方、日本側におい

ても独立企業間価格に基づいた更生処分によ

り課税されるため、その企業グループ全体とし

ては、同一の所得に対する二重課税の問題が 

 

 

生じます。こうした問題を排除するため、日本

の税務当局が租税条約に基づき相手国の税務

当局と協議を行うことになります。当統計によ

ると、日本は世界中で移転価格税制にかかる係

争解決までの時間が最短（その他の税制におい

ては英国が最短）です。また、インドにとって

日本は 4 番目に手続き件数の多い条約相手国

でありその合意率は世界トップである一方、日

本にとってインドは手続きの件数及び合意率

共に世界トップの条約相手国になっています。 

 

＜インド移転価格税制の特長と対応策＞ 

 インドの移転価格税制は 2001 年に導入さ

れ、他国同様、関連者間により発生した取引は

独立企業間価格（ ）、つま

り、非関連者同士の自由取引において適用され

る価格に基づいて計算されなければならない

とされています。この独立企業間価格の算定方

法の是非において、インド税務当局との争点に

なり、更生処分を受ける、また、税務訴訟に発

展し、前述のとおり相互協議手続きにまで至る

ケースがインドは特に多いため、注意が必要で

す。 

 これらの税務リスクに対して事前にできる

対応策としては、インドの税務訴訟事例を十分

に研究し、最低限必要となる移転価格文書の整

備はもちろんのこと、必要に応じて「セーフ・

ハーバー・ルール（※２）」や「事前確認制度

（  （※３）」

などを活用することも検討に値するでしょう。 

 
※２ : 事前に移転価格を所得税当局に申請・承認を得

ることで 3 年間お墨付きを得る制度。現在、ソ 

フトウェア開発サービス、IT アウトソーシング

サービス、保証、自動車部品の製造・輸出などに

適用可能 

 
※３：関連者間取引に係る独立企業間価格やその算定

方法について、事前に当局と合意することがで

きる制度。合意が得られると、将来５年間と   

ロールバック４年間の最長９年間で認められる。 

 

 

 

 

 

海外レポート インド チェンナイ   

「OECD 公表データとインド移転価格税制の動向について」  田中 啓介 

【 が公表した相互協議手続きの統計データ 】 

（経済協力開発機構 より） 


